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はじめに

このリスクアナリシスは、「病害虫リスクアナリシスの実施に関する手順書（平成２４

年度版）」に従い実施したものであり、開始（ステージ１）、病害虫リスク評価（ステー

ジ２）及び病害虫リスク管理（ステージ３）の３つのステージから構成される。

本報告書の取りまとめにあたっては、以下の学識経験者から技術的な助言や情報提供を

受けた。

上松 寛（独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構中央農業総合研究センター

病害虫研究領域研究員）

大藤 泰雄（独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構中央農業総合研究センタ

ー病害虫研究領域上席研究員）

関本 茂行（独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構中央農業総合研究センタ

ー病害虫研究領域研究員）

津田 新哉（独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構中央農業総合研究センタ

ー病害虫研究領域上席研究員）

松下 陽介（独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構花き研究所花き研究領域

研究員）

望月 淳（独立行政法人農業環境技術研究所生物多様性研究領域上席研究員）

山村 光司（独立行政法人農業環境技術研究所生物多様性研究領域上席研究員）

【敬称略、五十音順。所属及び肩書きは当時のもの。】



第１ 開始（ステージ１）

１ 開始

病害虫のリスクに応じて効果的かつ効率的な植物検疫を実施していくためには、検疫

対象の有害動植物（以下「検疫有害動植物」という。）を特定することが重要である。

また、国際植物防疫条約（以下「IPPC」という。）の規定においても、検疫有害動植物

の明示及び病害虫リスクアナリシス（以下「リスクアナリシス」という。）の結果に基

づく病害虫リスク管理措置の実施を求めている。

このため、平成２３年３月７日に植物防疫法施行規則（昭和２５年農林省令第７３号）

の改正等を行い、検疫有害動植物の定め方をネガティブリスト方式からポジティブリス

ト方式へ移行するとともに、病害虫のリスクに応じた適切な病害虫リスク管理措置を実

施するため、輸出国において検疫措置の実施を求める枠組みを新設する等の見直しを実

施した。

引き続き、検疫有害動植物の特定及び適切な病害虫リスク管理措置の適用に係る検討

のための技術的正当性の判断に資するため、我が国に侵入し、まん延した場合に有用な

植物に損害を与えるおそれが未だ明らかでない有害動植物について、順次、病害虫を開

始点とするリスクアナリシスを実施している。

本リスクアナリシスは、これに基づき実施したものである。

２ 対象となる有害動植物

リスクアナリシスの対象となる有害動植物名を Tomato apical stunt viroidと特定した。
関連する学名等の情報は、生物学的情報（別紙１）に取りまとめた。

３ 対象となる経路

本種の感染部位及び伝搬方法から、想定される輸入植物を介して、日本に入り込む可

能性がある経路を以下のとおり特定した。関連する宿主植物等の情報は、生物学的情報

（別紙１）に取りまとめた。

想定される経路：

栽植用植物、栽植用種子、消費用生植物

４ 対象となる地域

リスクアナリシスを実施する地域を日本全域とした。

５ 開始の結論

Tomato apical stunt viroidを開始点とし、本種の発生地域から輸入される植物を経路と
した日本全域を対象とする病害虫リスクアナリシスを開始する。なお、リスクアナリシ

スに必要な情報は、生物学的情報（別紙１）及び、寄主又は宿主となり得る植物の分布

情報（別紙２）に取りまとめた。



第２ 病害虫リスク評価（ステージ２）

１ 有害動植物の類別

ステージ１で特定された有害動植物について、国内における発生及び公的防除の有無、

定着及びまん延の可能性並びに経済的影響を及ぼす可能性について調査し、検疫有害動

植物の定義内の基準を満たしているか検討した。なお、検疫有害動植物の基準を満たし

ていない場合は評価を中止し「無視できる」とした。

（１）有害動植物の日本での発生の有無及び公的防除の有無等

ア 評価手順

開始の結論で有害動植物とされたものについて、日本での発生の有無及び公的防

除の有無等を調査する。

イ 評価基準

以下（ア）～（ウ）の要件のいずれも満たさない場合、評価中止とする。

（ア）国内において未発生である。

（イ）国内に発生していても広く分布せず、公的防除が行われている、又は近い将来

公的防除が検討される予定である。

（ウ）国内既発生であっても、国内未発生の系統が存在、または国内未発生の有害動

植物を媒介する。

ウ 評価結果

本種は日本国内において未発生である。

（２）定着及びまん延の可能性

ア 評価手順

上記（１）の基準のいずれかを満たした有害動植物について、日本での寄主又は

宿主となり得る植物の分布から定着及びまん延の可能性を評価する。

具体的な手順については別紙（寄主又は宿主植物の分布調査の手順について）を

参照。

イ 評価基準

別紙２から、寄主又は宿主となり得る植物が日本に分布している場合には「定着

及びまん延の可能性」があると判断する。

ウ 評価結果

本種の宿主となり得る植物は 47 都道府県に分布していることから、定着及び

まん延の可能性がある。

（３）経済的影響を及ぼす可能性

ア 評価手順

上記（１）の基準のいずれかを満たした有害動植物の寄主又は宿主となり得る植物

の栽培状況から経済的影響を及ぼす可能性を評価する。

イ 評価基準

別紙２から、寄主又は宿主となり得る植物が日本で農産物として栽培されている場

合には「経済的影響を及ぼす可能性」があると判断する。



ウ 評価結果

本種の宿主となり得る植物は日本国内で農産物として栽培されていることから、

本種は経済的影響を及ぼす可能性がある。

（４）有害動植物の類別の結論

本種は日本国内で未発生であること、定着及びまん延の可能性があること、経済

的影響を及ぼす可能性があることから、本種を潜在的検疫有害動植物と特定した。



２ 農業生産等への影響の評価

１．で特定された潜在的検疫有害動植物について、農業生産等への影響を評価した。

農業生産等への影響は、潜在的検疫有害動植物がリスクアナリシスを実施する地域に入

り込んだ場合に想定されるリスク（病害虫固有のリスク）とし、「定着の可能性」、「まん

延の可能性」及び「経済的重要性」で評価した。

評価対象生物について、該当しない項目、あるいは情報不足で評価できない項目は評価

を行わない。

なお、評価の途中で評価中止となった場合、その時点で農業生産等への影響の評価の結

論は「無視できる」とする。

各項目の得点及びその判断理由は別紙３に記録した。

（１）定着の可能性の評価

潜在的検疫有害動植物がリスクアナリシスを実施する地域に入り込んだ場合、地域内

の寄主又は宿主植物に寄生又は感染し、環境に適応し、寄主又は宿主植物を利用して恒

久的に発生するかについて評価した。

ア リスクアナリシスを実施する地域における寄主又は宿主植物の利用可能性及び環

境の好適性

（ア）寄主又は宿主植物の利用可能性及び環境の好適性

潜在的検疫有害動植物の寄主又は宿主植物のうち、各都道府県に寄主又は宿主植

物がどの程度存在しているかを調査し、寄主又は宿主の利用可能性及び環境の好適

性を評価する。

ａ 評価手順

別紙２に記載された、寄主又は宿主となり得る植物が栽培又は自生している

都道府県数から評価する。

ｂ 評価基準

寄主又は宿主が存在する都道府県数 得点

４７ ５

３８以上４６以下 ４

１２以上３７以下 ３

４以上１１以下 ２

１以上３以下 １

０(寄主が存在しない） 評価中止

ｃ 評価結果

本種の宿主となり得る植物は４７都道府県に分布していることから、評価

基準より５点と評価した。



（イ）潜在的検疫有害動植物の寄主又は宿主範囲の広さ

潜在的検疫有害動植物の寄主又は宿主範囲の広さを基に、潜在的な寄主又は宿

主植物の存在の可能性を評価した。

ａ 評価手順

寄主又は宿主植物の科を記載する。

ｂ 評価基準

本項目では得点の付与を行わない。

ｃ 評価結果

本種が宿主とする植物の科は、ナス科のみが知られている。

（ウ）有害動植物の侵入歴

生物地理区を越えた分布を人為的な移動によるものと仮定すると、複数の生物

地理区への分布は交易その他によって原産地以外に定着し病害虫となった結果で

あると推定される。本項目では潜在的検疫有害動植物の分布する生物地理区の区

域数から、侵入歴を評価した。

ａ 評価手順

潜在的検疫有害動植物の分布国又は地域から、生物地理区の区域数を付録１

より集計する。

ｂ 評価基準

分布区域数 得点

５区以上に分布する。 ５

４区に分布する。 ４

３区に分布する。 ３

２区に分布する。 ２

１区に分布する。 １

ｃ 評価結果

東洋区、エチオピア区、旧北区及びオセアニア区の４区に分布することか

ら、評価基準より４点と評価した。



イ リスクアナリシスを実施する地域における潜在的検疫有害動植物の生存の可能性

（ア）潜在的検疫有害動植物の繁殖戦略

ａ 評価手順

潜在的検疫有害動植物について、単為生殖が可能かどうか調査する。一部の

系統が単為生殖の性質を示す場合には、最も高い得点を得られるものを選択す

る。有害植物については一律５点とする。

ｂ 評価基準

有害動物 得点

産雌単為生殖が可能 ５

両性単為生殖が可能 ５

産雄単為生殖が可能 ４

上記以外 ２

有害植物 得点

全ての有害植物 ５

ｃ 評価結果

本種は有害植物であることから、評価基準より５点と評価した。

（イ）有害植物のみリスクアナリシスを実施する地域における中間宿主の利用可能性

ａ 評価手順

潜在的検疫有害植物の増殖に中間宿主（代替宿主）が必須であるかないか、

必須な場合には宿主となる植物が存在するかを調査する。日本全国を一つの対

象地域とする。

ｂ 評価基準

潜在的検疫有害植物の増殖に： 得点

（ａ）中間宿主は必須でない。 評価しない

（ｂ）中間宿主は必須である。

リスクアナリシスを実施する地域に中間宿主となる植 ３
物が存在する。

リスクアナリシスを実施する地域に中間宿主となる植 評価中止
物が存在しない。

ｃ 評価結果

本種の増殖に関して、中間宿主は必須ではないため、本項目は評価しない。



（ウ）潜在的検疫有害動植物の生存の可能性

ａ 評価手順

潜在的検疫有害動植物の不良環境における生存手段、リスクアナリシスを実

施する地域における寄主又は宿主の利用可能性について調査し、生存の可能性

について検討する。

ｂ 評価基準

以下の要件を１つでも満たす場合、潜在的検疫有害動植物は生活環を維持でき

るものとする。生活環を維持できない場合、「評価中止」とする。

潜在的検疫有害動植物は：

休眠性を持つ。（冬眠あるいは越冬態） 左記の要件

耐久生存態をつくる。 を満たす根

土壌伝染性である。 拠となった
文献を記述

植物残渣中で生存可能。
する。

寄生又は感染部位が周年で存在する。

栄養繁殖体や種子に寄生又は感染する。

施設栽培がおこなわれている。

ｃ 評価結果

本種は種子により伝搬されることが知られていることから、不良環境にお

ける生存手段を持ち、生存の可能性があると評価した。

ウ 定着の可能性の評価結果

評価した項目の得点平均値を定着の可能性の評価点とする。

評価した項目の平均から、定着の可能性の評価点は５点満点中の４．６７点と

なった。



（２）まん延の可能性の評価

定着した地点から潜在的検疫有害動植物がどの様に分散するのか、自然条件におけ

る潜在的検疫有害動植物の分散能力、寄生又は感染した植物の流通やその他人為的手

段による潜在的検疫有害動植物の分散の可能性について評価した。

ア 自然分散(自然条件における潜在的検疫有害動植物の分散)

潜在的検疫有害動植物の移動可能距離と年間世代数について調査し、自然条件下

における潜在的検疫有害動植物の分散能力を評価した。

また、ベクターにより媒介される場合は、ベクターの移動距離及び化数で評価し、

ベクターが日本に存在しない場合は「評価中止」とした。

（ア）有害動物の自然分散

本種は有害植物であり、本項目は評価しない。

（イ）有害植物の自然分散

ここでは、ａ ベクター以外による伝搬と、ｂ ベクターによる伝搬とに分

けて評価を行い、それぞれにおける項目の得点の合計値が高い方を採用する。

ａ ベクター以外による伝搬

（ａ）移動距離

ⅰ 評価手順

潜在的検疫有害植物の移動可能距離を有害植物の分散様式から評価す

る。

ⅱ 評価基準

分散様式 得点

胞子や花粉による伝搬 ５

風雨による伝搬、遊走子による伝搬 ３

種子伝搬 ２

土壌伝搬 １

機械的伝搬 １

ⅲ 評価結果

本種は花粉により伝搬されることから、評価基準より５点と評価した。



（ｂ）伝染環数

ⅰ 評価手順

潜在的検疫有害動植物の一年間（又は一定期間）の伝染環数について調

査し、以下の基準により評価する。

ⅱ 評価基準

伝染環数 得点

１年間に２回以上 ５

〃 に１回 ３

〃 を超える期間に１回 １

ⅲ 評価結果

本種は、複数の伝染環を持つことから、評価基準より５点と評価した。

ｂ ベクターによる伝搬

（ａ）ベクターの移動距離

ⅰ 評価手順

潜在的検疫有害植物の移動可能距離をベクターの移動様式から評価す

る。なお、ベクターが日本に存在しない場合、評価対象としない。

ⅱ 評価基準

移動様式 得点

長距離飛翔（風による移動を含む。１ｋｍ以上） ５

短距離飛翔（数ｍ単位） ３

歩行（カイガラムシ類を含む） ２

ベクターが線虫・土壌病菌 １

ⅲ 評価結果

ベクターであるマルハナバチ属は、飛翔により移動することから、評

価基準より３点と評価した（移動距離は具体的な種名が不明であったた

め不明とし、低い得点を採用）。



（ｂ）伝搬様式

ⅰ 評価手順

ベクターの伝搬様式（媒介継続期間）を調査し以下の基準により評価す

る。なお、ベクターが日本に存在しない場合、評価対象としない。

ⅱ 評価基準

ベクターの伝搬様式 得点

ベクター体内で増殖する病原体（循環型－ ５
増殖型）

ベクター体内で循環するが、増殖しない病 ４
原体（循環型－非増殖型）

ベクター体内で循環せず、数日間媒介され ３
る病原体（非循環型－半永続型）

ベクターの口器等に付着し数時間のみ媒介 ２
される病原体（非循環型－非永続型）

ⅲ 評価結果

ベクターであるセイヨウオオマルハナバチの伝搬様式に関する情報は

得られなかったため、本項目は評価しない。

イ 人為分散

品目（農作物）又は輸送機器等（非農作物）に伴う潜在的検疫有害動植物の移動

の可能性から、人為分散の可能性を評価する。評価については、農作物を介した分

散と、非農作物を介した分散について実施した。

（ア）農作物を介した分散

ａ 評価手順

潜在的検疫有害動植物が寄生又は感染した部位が流通し、次の発生源となる

かどうかについて、これら植物が生産されている都道府県数から評価する。

ｂ 評価基準

（ａ）潜在的検疫有害動植物の寄生又は感染部位が商品として流通する場合

都道府県数は別紙２を参照。

寄主又は宿主となる作物が 得点
生産されている都道府県数

４７ 都道府県 ５

３８－４６ 都道府県 ４

１２－３７ 都道府県 ３

４－１１ 都道府県 ２

０－ ３ 都道府県 １



（ｂ）潜在的検疫有害動植物の寄生又は感染部位が商品として流通しない場合・
・・１

ｃ 評価結果

本種の宿主植物は、４７都道府県で生産されており、評価基準より５点

と評価した。

（イ）非農作物を介した分散

ａ 評価手順

マイマイガの梱包材による分散など、農作物を介さない、重要な人為的分散

手段があるかどうかについて調査し以下の基準により評価する。また、判断理

由についても記述する。

ｂ 評価基準

人為的分散手段 得点

輸送機器、梱包材等に付着して移動することが知ら ５
れている。

土壌中に生息し、人及び輸送機器に付着して移動す ５
ることが知られている。

栽培に伴う作業で移動することが知られている。 ５

上記の移動手段は知られていない。 評価しない

ｃ 評価結果

栽培作業での伝搬が知られていることから、評価基準より５点と評価した。

ウ まん延の可能性の評価結果

ア及びイの得点平均値をまん延の可能性の評価点とする。

評価した項目の平均から、まん延の可能性の評価点は５点満点中の５点となっ

た。

なお、「ア（イ）有害植物の自然分散」では、評価を行ったａ及びｂの項目

のうち、合計値の高いａの結果を採用した。



（３）経済的重要性の評価

潜在的検疫有害動植物がその分布限界にまでまん延した場合に想定される農作物又

は環境への経済的な影響を評価した。

なお、潜在的検疫有害動植物による直接的な農作物又は環境への影響を「直接的影

響」、また、それを補完する位置づけで農作物の重要性や輸出への影響等を「間接的

影響」としてそれぞれ評価した。

本項目は、国内で栽培されていない植物は評価の対象としない。

ア 直接的影響

（ア）影響を受ける農作物又は森林資源

ａ 評価手順

品目別の農産物産出額から潜在的検疫有害動植物の被害を受けることが想定

される品目の合計額を付録２より積算する。また、農作物の重要性では十分な

評価ができない森林病害虫に対しては、環境的な影響を評価する。

ｂ 評価基準

（ａ）農作物の重要性 得点

農産物産出額の合計が 1兆 8,000億円以上 ５

〃 2,006億円以上 ４

〃 763億円以上 ３

〃 213億円以上 ２

〃 213億円未満 １

統計に無いその他農作物 １

（ｂ）環境的影響 得点

森林資源に影響を与える ５

ｃ 評価結果

本種の宿主植物には、トマトが含まれ、農産物産出額の合計は 1,946.8 億円

であることから、評価基準より３点と評価した。



（イ）生産への影響

ａ 評価手順

作物が受ける被害の様式から、生産への影響を評価する。

ｂ 評価基準

被害の様式 得点

寄主又は宿主作物は付録２に記載されており、発生国で、その作物の ５

継続的生産が一時的であれ不可能になる被害、あるいは、永年性作物の

枯死による生産手段の喪失などの被害が報告されている。（永年性作物

又は森林資源の高頻度の枯死、又は防除手段として切り倒しが含まれる

もの。）

寄主又は宿主作物は付録２に記載されており、発生国ではその作物に ４

対して、当該作期の商品生産に大きな支障を来す経済的被害が報告され

ている。（流通過程を含め商品部位が直接的に被害を受けるもの又は１

年生作物の高頻度の枯死。）

寄主又は宿主作物は付録２に記載されており、発生国ではその作物に ３

対して、高い頻度での枯死にいたる例はないが品質低下を含む明確な経

済的被害が報告されている。（商品部位以外へ被害があるもの。）

寄主又は宿主作物は付録２に記載されているが、発生国でのその作物 ２

に対する明確な経済的被害の報告はない。

寄主又は宿主とする作物は付録２に記載されていない。 １

ｃ 評価結果

トマトは付録２に記載されており、商品部位が直接被害を受けることから

評価基準より４点と評価した。

（ウ）防除の困難さ

海外での公的防除の事例のうち、根絶又は封じ込めができずまん延した事例は、

防除の困難さや、防除にかかるコストを表すものと考えられる。本項目では、海

外での公的防除の実施事例及びその内容から、潜在的検疫有害動植物の防除の困

難さを評価した。

ａ 評価手順

海外での公的防除の実施事例がある場合は、国名を記載する。実施内容につ

いての情報がある場合は、その概要を記載する。

ｂ 評価基準

本項目では得点の付与を行わない。



ｃ 評価結果

本種の海外での公的防除の実施事例についての情報は得られなかった。

（エ）直接的影響の評価結果

ａ 評価手順

潜在的検疫有害動植物による直接的影響を、影響を受ける農産物又は森林資

源と生産への影響の評価点の積から下表より評価する。

ｂ 評価基準

評価点の積 得点

２１以上 ５

１６以上２１未満 ４

１１以上１６未満 ３

６以上１１未満 ２

６未満 １

ｃ 評価結果

上記２項目の評価点の積は１２となり、直接的影響の評価点は３点とな

った。



イ 間接的影響

（ア）農作物の政策上の重要性

ａ 評価手順

直接的影響で評価した農産物のうち、政策上重要とされている品目について

評価する。なお、統計にない植物についてはここでは評価を行わない。

ｂ 評価基準

（ａ）寄主又は宿主植物には下記ⅰ～ⅳに掲げる農作物を含 １
む。

ⅰ「農業災害補償法」及び「同法による果樹・畑作物共済の 左記ⅰ～ⅳ
共済目的たる果樹・農作物を指定する政令」で定める果樹 法令に掲げ
・農作物 る農産物に

ついては、
ⅱ「野菜生産出荷安定法施行令」で定める指定野菜 付録３を参

照。
ⅲ「果樹農業振興特別措置法施行令」で定める果樹

ⅳ「主要農作物種子法」で定める主要農作物

（ｂ）上記ⅰ～ⅳに掲げる農作物を含まない。 評価しない

ｃ 評価結果

本種の宿主植物であるトマトは、ⅱの法令で定められていることから、評

価基準より１点と評価した。

（イ）輸出への影響

潜在的有害動植物が国内で発生した場合、我が国の輸出農産物が相手国で規制

（禁止等）の対象となることが考えられる。本項目では、諸外国での検疫規制状

況から輸出への影響を評価した。

ａ 評価手順

各国の要求事項から、当該種の発生を理由に、寄主又は宿主植物が輸入の制

限（禁止又はそれと同等の措置）を受けるかどうか判断する。また、判断に用

いた対象国及び検疫措置を記録する。

ｂ 評価基準

（ａ）当該種の発生により、寄主又は宿主植物は輸入の制限 １
を受ける

（ｂ）当該種の発生により、寄主又は宿主植物は輸入の制限 評価しない
を受けない



ｃ 評価結果

本種の発生を理由に輸入の制限をしている国はないことから、評価基準よ

り評価しないとした。

ウ 経済的重要性の評価結果

ア（エ）直接的影響の評価結果と間接的影響で評価した項目の得点の和

を経済的重要性の評価点とする。なお、評価点の上限は５点とする。（和が５点

を超える場合は５点）

直接的影響の評価結果の得点と間接的影響の得点の和から、経済的重要性の評

価点は４点となった。

（４）不確実性

潜在的検疫有害動植物の定着、まん延の可能性及び経済的重要性の評価には、多く

の不確かさを含むため、評価に不確かさを持つ要因及びその不確かさの程度を明確に

示す。

ベクターの伝搬様式に関する情報が不明であり、まん延の可能性の自然分散に

関する評価には不確実性を伴う。

（５）農業生産等への影響の評価の結論

ア 評価手順

潜在的検疫有害動植物が国内に入り込んだ後の経済的影響を、定着及びまん延の

可能性並びに経済的重要性の各項目の評価点の積から下表より評価する。

なお、「無視できる」と結論された場合、リスク評価は終了とする。

イ 評価基準

評価点の積 評価

６３．６以上 高い

４．６以上６３．６未満 中程度

４．６未満 無視できる

ウ 評価の結論

３項目の評価点の積は９３．３点となり、本種の農業生産等への影響の評価

を「高い」と結論した。



３ 入り込みの可能性の評価

潜在的検疫有害動植物が原産国で品目に寄生又は感染してから、リスクアナリシスを

実施する地域の寄主又は宿主植物に寄生又は感染するまでにたどると考えられる過程を

特定し、各過程で対象品目に関係する潜在的検疫有害動植物の寄生又は感染率に影響を

及ぼす要因と、その効果及び影響を評価した。

また、評価対象種について、該当しない項目、あるいは情報不足で評価できない項目

は評価を行わなかった。

評価中止となった場合は、その時点で該当する経路の入り込みの評価は「無視できる」

とした。

本評価については、「第１．３ 対象となる経路」で特定された経路について実施し

た。各項目の得点及び判断理由は経路毎に別紙４に記録した。

（１）潜在的検疫有害動植物に関連する経路からの入り込みの可能性

ア 評価手順

潜在的検疫有害動植物が関連する経路の年間輸入量を別紙６に記録する。

イ 評価基準

本項目では得点の付与を行わない。

（２）輸送中又は貯蔵中の生き残りの可能性

潜在的検疫有害動植物が原産地での品目管理手順を経て生き延びる可能性を「加工

処理に耐えて生き残る可能性」及び「潜在的検疫有害動植物の個体の見えにくさ」に

より評価した。

ア 加工処理に耐えて生き残る可能性

品目に対する加工処理が潜在的検疫有害動植物の生存率に与える影響を評価す

る。

（ア）評価手順

評価の対象とする植物の用途から、下記の基準を用いて評価する。

（イ）評価基準

輸入時の植物の用途 得点

栽植用の苗木、穂木及び球根

全ての有害動植物 ５

栽植用の種子

全ての有害動物 ４

全ての有害植物 ５

乾燥、加圧、粉砕等の処理を伴う用途

貯蔵性有害動植物 ５

耐久生存態を形成する糸状菌及び細菌類 ５



乾燥に強いことが知られるウイルス類 ５

上記以外の有害動植物 評価しない

上記以外の用途

全ての有害動植物 ５

（ウ）評価結果

ａ 栽植用植物

栽植用植物であることから、評価基準より５点と評価した。

ｂ 栽植用種子

栽植用種子であることから、評価基準より５点と評価した。

ｃ 消費用生植物

消費用生植物であることから、評価基準より５点と評価した。



イ 潜在的検疫有害動植物の個体の見えにくさ

潜在的検疫有害動植物が輸出国で行われる通常の商品管理を経て生き残る可能性

を「寄生又は感染部位」及び「最小個体サイズ」から評価した。

（ア）評価手順

潜在的検疫有害動植物が関連する植物の寄生又は感染部位及び最小個体サイズ

について、下表より評価する。ここでの評価は各態の中で最も得点の高い態を利

用する。

また、線虫及び有害植物は全ての経路について５点とする。

（イ）評価基準

有害動物（線虫を除く）

寄生部位 各態の最小個体サイズ 得点

内部 － ５

栽植用（苗類）であって、 － ５
地下部に寄生するもの

ときに内部、若しくはすき ３ｍｍ未満 ４
間

３ｍｍ以上 ３

完全～ほぼ外部 ３ｍｍ未満 ２

３ｍｍ以上 １

線虫及び有害植物

寄生又は感染部位 各態の最小個体サイズ 得点

全ての経路 － ５

（ウ）評価結果

ａ 栽植用植物

本種は有害植物であることから、評価基準より５点と評価した。

ｂ 栽植用種子

本種は有害植物であることから、評価基準より５点と評価した。

ｃ 消費用生植物

本種は有害植物であることから、評価基準より５点と評価した。



（３）好適寄主又は宿主への移動の可能性

輸入された品物に関連した潜在的検疫有害動植物がリスクアナリシスを実施する地

域内の好適寄主又は宿主へ移動する可能性を評価した。ここでは人為的移動と自然分

散についてそれぞれ評価した。

ア 輸入品目からの人為的な移動による分散の可能性
潜在的検疫有害動植物が寄主又は宿主の存在する地域にたどり着く可能性を評価

した。

（ア）評価手順

ａ 栽培用植物（栽植用植物、栽植用球根類及び栽植用種子）

栽培のために寄主又は宿主が存在する地域に運ばれることから、一律の評価

とする。

ｂ 消費用植物(穀類・豆類以外）

輸入された消費用植物は人口に比例して配分されると仮定でき、植物の移動

量を人口の分布（人口比）から推定する。

別紙２に記載された、寄主又は宿主となり得る植物の生育する都道府県を用

いて、人口比を下表から積算し合計値で評価する。

また、消費用植物であっても栽培に転用可能である場合には、該当する植物

の部位を記述する。

ｃ 消費用植物(穀類・豆類）

流通経路から野外に分散する可能性は極めて低いことから、一律の評価とす

る。

表 地域と人口比

都道府県 人口比 都道府県 人口比 都道府県 人口比 都道府県 人口比

北海道 0.043 東京都 0.102 滋賀県 0.011 香川県 0.008

青森県 0.011 神奈川県 0.070 京都府 0.021 愛媛県 0.011

岩手県 0.010 新潟県 0.019 大阪府 0.069 高知県 0.006

宮城県 0.018 富山県 0.009 兵庫県 0.044 福岡県 0.040

秋田県 0.009 石川県 0.009 奈良県 0.011 佐賀県 0.007

山形県 0.009 福井県 0.006 和歌山県 0.008 長崎県 0.011

福島県 0.016 山梨県 0.007 鳥取県 0.005 熊本県 0.014

茨城県 0.023 長野県 0.017 島根県 0.006 大分県 0.009

栃木県 0.016 岐阜県 0.016 岡山県 0.015 宮崎県 0.009

群馬県 0.016 静岡県 0.030 広島県 0.022 鹿児島県 0.013

埼玉県 0.056 愛知県 0.058 山口県 0.011 沖縄県 0.011

千葉県 0.048 三重県 0.015 徳島県 0.006



（イ）評価基準

用途 人口比の合計 得点

ａ 栽培用植物
（栽植用植物、栽植用球根類 ― ５
及び栽植用種子）

ｂ 消費用植物 １ ４
（穀類・豆類以外）

０．７以上 １未満 ３

０．３以上０．７未満 ２

０．３未満 １

寄主又は宿主植物が生育する地
評価中止

域がない

ｃ 消費用植物
― １

（穀類・豆類）

（ウ）評価結果

ａ 栽植用植物

栽植用植物であることから、評価基準より５点と評価した。

ｂ 栽植用種子

栽植用種子であることから、評価基準より５点と評価した。

ｃ 消費用生植物

本種の宿主植物は、４７都道府県に分布していることから、人口比の合計

は１となり、評価基準より４点と評価した。



イ 輸入品目からの自然分散の可能性

（ア）評価手順

輸入品目に寄生又は感染した潜在的検疫有害動植物が自らの移動能力により寄

主又は宿主植物にたどり着く可能性を評価する。

（イ）評価基準

栽植用植物については移動能力の大きさに関わらず、栽培用として利用される

ことで入り込みが完了することから一律５点とする。

栽植用植物

全ての有害動植物 得点

栽植用に輸入された植物 ５

消費用植物

有害動物 得点

飛翔（長距離移動(1km以上)の記録があるもの） ３

飛翔(上記以外) ２

歩行 １

センチュウ類 １

有害植物（ウイルス、ウイロイドを除く） 得点

風媒伝搬 ２

水媒伝搬 １

接触伝搬 １

上記以外 評価中止

上記以外の有害動植物 評価中止

消費用植物でベクター（日本に存在するものに限る。）により媒介される場合

は１点とし、ベクターが日本に存在しない場合は評価中止とする。

なお、ウイルス、ウイロイドであって、移動の可能性がある場合は個別に判断

する。

（ウ）評価結果

ａ 栽植用植物

栽植用植物であることから、評価基準より５点と評価した。

ｂ 栽植用種子

栽植用種子であることから、評価基準より５点と評価した。

ｃ 消費用生植物

本種はウイロイドであることから、評価中止とした。



（４）不確実性

潜在的検疫有害動植物の入り込みの可能性の評価には、多くの不確かさを含むため、

評価に不確かさを持つ要因及びその不確かさの程度を明確に示す。

ａ 栽植用植物

特になし

ｂ 栽植用種子

特になし

ｃ 消費用生植物

消費用生植物のうち生果実を経路とした場合、果実に含まれる種子が本来の

用途ではない栽培目的で使用される可能性があるため、評価の結論には不確実

性が伴う。

（５）入り込みの可能性の評価の結論

ア 評価手順

評価を行った項目の得点平均値を求め、下表から入り込みの可能性を評価する。

イ 評価基準

平均点 評価

４．３以上 高い

３．２以上４ .３未満 中程度

３．２未満 無視できる

ウ 評価の結論

ａ 栽植用植物

評価した項目の得点の平均値は５点であり、本種の栽植用植物を経路とした

場合の入り込みの可能性を「高い」と結論した。

ｂ 栽植用種子

評価した項目の得点の平均値は５点であり、本種の栽植用種子を経路とした

場合の入り込みの可能性を「高い」と結論した。

ｃ 消費用生植物

評価した項目のうち、「（３）イ 輸入品目からの自然分散の可能性」で「評

価中止」となったことから、本種の消費用生植物を経路とした場合の入り込みの

可能性を「無視できる」と結論した。



４ 危険にさらされている地域の結論

侵入及びまん延する可能性のある地域（危険にさらされている地域）と、第１で設定

したリスクアナリシスの対象となる地域との関係を記述する。寄主又は宿主植物の分布

状況、気候要因などにより、当初設定したリスクアナリシスを実施する地域より危険に

さらされる地域が狭くなることもあり得る。

本種の宿主植物は 47都道府県で広く分布しているため、危険にさらされている

地域を日本全域と結論した。

５ リスク評価の結論

農業生産等への影響及び入り込みの可能性の評価結果から輸入経路における病害虫リ

スクを特定した。ここで「無視できる」以外の評価となった場合、検疫有害動植物とし

て以後、管理措置を検討する。

別紙３及び４の結論並びに輸入経路における病害虫リスクについては、別紙５にとり

まとめた。

入 高い 無 中程度 高い
り 視 （入り込みの可能性が高い）
込 で
み 中程度 き 低い 中程度
の る （農業生産等への影響が高い）
可
能 無視 無視できる
性

無視 中程度 高い

農業生産等への影響
（定着及びまん延の可能性並びに経済的重要性の総合評価）

輸入経路における病害虫リスク
ａ 栽植用植物

入り込みの可能性は「高い」であり、農業生産等へ影響は「高い」であったこと

から、栽植用植物を経路とした場合の本種の病害虫リスクは「高い」と結論した。

ｂ 栽植用種子

入り込みの可能性は「高い」であり、農業生産等へ影響は「高い」であったこと

から、栽植用種子を経路とした場合の本種の病害虫リスクは「高い」と結論した。

ｃ 消費用生植物

入り込みの可能性は「無視できる」であり、農業生産等へ影響は「高い」であっ

たことから、消費用生植物を経路とした場合の本種の病害虫リスクは「無視できる」

と結論した。



第３ 病害虫リスク管理（ステージ３）

リスク評価の結果、Tomato apical stunt viroidはリスク管理措置が必要な検疫有害植物で
あると判断されたことから、ステージ３において、発生国からの宿主植物の輸入に伴う本

菌の侵入リスクを低減するための適切な管理措置について検討する。

１．Tomato apical stunt viroidのリスク管理措置の選択肢の有効性及び実行可能性の検討
有効性及び実行可能性の難易

選択肢 方法 有効性及び実行可能性の検討

実施時期 有効性 実行上

の難易

病害虫無発 国際基準No.4ま 〔有効性〕

生地域また たは No.10 の規 l国際基準に基づき輸出国の国家 輸出国 ○ ○

は無発生生 定に従って設定 植物防疫機関が設定、管理、維 輸出時

産地の設定 持する病害虫無発生地域また

は無発生生産地であれば、リス

クを十分に低減することがで

きる。

〔実行可能性〕

l輸出国において適切に管理され

ることが条件であるが、実行可

能と考えられる。

栽培地検査 栽培期間中に生育 〔有効性〕

場所において植物 l栽培期間中に病徴を明瞭に現す 輸出国 ▽ ○

の病徴を観察す 場合は有効である。 栽培中

る。 lトマトでは、病徴を現すが、栽培

条件や品種等により病徴が現

れない場合もあるため、有効

でない場合がある。

lそれ以外の宿主では、無病徴感染

するため有効でない。

〔実行可能性〕

l栽培中の検査は輸出国において

適切な検査が行われることが

条件であるが、実行可能と考え

られる。

精密検定 本ウイロイドに特 〔有効性〕

異的なプライマー lRT-PCR法等により、植物体及び 輸出国 ○ ○

による PCR 法等 種子から特異的に本ウイロイ 輸出前



遺伝子学的診断 ドの検出が可能である。

〔実行可能性〕 輸入国 ○ ▽

l検定施設を有すること、検査に時 輸入時

間を要することが解消できれ

ば実行可能である。

lしたがって、輸出国であれば実行

可能であるが、我が国の輸入

検査では実行可能性が低いと

考えられる。

荷口への当 輸出国での検査の 〔有効性〕

該病害虫の 結果、当該病原菌 lトマトでは、病徴を現すが、栽培 輸出国 ▽ ○

付着がない の付着がないこと 条件や品種等により病徴が現 輸出時

ことを検査 を確認し、その旨 れない場合もあるため、有効

証明書に追 を検査証明書に追 でない場合がある。

記 記する。 lそれ以外の宿主では、無病徴感染

するため有効でない。

l種子も無病徴のため有効でない。

〔実行可能性〕

l輸出国において適切な輸出検査が

行われることが条件であるが、

実行可能と考えられる。

輸出入検査 植物体の病徴を観 〔有効性〕

（目視検査）察する。 lトマトでは、病徴を現すが、栽培 輸出国 ▽ ○

条件や品種等により病徴が現 輸出時

れない場合もあるため、有効

でない場合がある。

lそれ以外の宿主では、無病徴感染 輸入国 ▽ ○

するため有効でない。 輸入時

l種子も無病徴のため有効でない。

〔実行可能性〕

l通常実施されている輸出入検査で

あり、十分実行可能である。

有効性 ○：効果が高い

▽：限定条件下で効果がある

×：効果なし



実行可能性 ○：実行可能

▽：実行性が低い

×：実行困難

２．経路ごとの Tomato apical stunt viroidに対するリスク管理措置の有効性（上段）及び実
行可能性（下段）一覧

経路ごとのリスク管理措置について検討した結果を下記のようにとりまとめた。

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

選択肢 病害虫 栽培地 精密検 精密検 検査証 輸出入

無発生 検査 定（輸 定（輸 明書へ 検査

地域ま 出国） 入国） の追記

たは無

発生生

産地の

設定

経路

栽植用植物 ○ ▽ ○ ○ ▽ ▽

○ ○ ○ ▽ ○ ○

栽植用種子 ○ ▽※１ ○※２ ○ ▽ ▽

○ ○※１ ○※２ ▽ ○ ○

※１：採種用親植物に対する措置

※２：採種用親植物または種子に対する措置

有効性 ○：効果が高い

▽：限定条件下で効果がある

×：効果なし

実行可能性 ○：実行可能

▽：実行性が低い

×：実行困難

３．経路ごとの Tomato apical stunt viroidに対するリスク管理措置の選択肢の特定
（１）栽植用植物

ア．リスク管理措置

（ア）国際基準に従った病害虫無発生地域または無発生生産地の設定（選択肢①）。

（イ）輸出国による栽培地検査及び精密検定（選択肢②及び③）

（ウ）輸出国による RT-PCR法等による精密検定（選択肢③）。

イ．検討結果

「栽植用植物」を経路とするリスク評価の結論が「高い」であることから、措置は



輸出国へ求めることが妥当と考える。

国際基準に基づき、輸出国国家植物防疫機関が設定・管理・維持する病害虫無発生地

域または無発生生産地の設定（選択肢①）は、輸出国によって適切に管理されればリス

ク低減効果がある。

トマトは栽培期間中に通常病徴を現すが、栽培条件や品種等により病徴が現れない場

合もあることから、栽培期間中の目視による病徴検査に加えて精密検定を実施すること

で、リスクを効果的に低減できると考える（選択肢②及び③）。

また、本ウイロイドを検出するための精度の高い精密検定法が報告されている。した

がって、病徴の確認を行わなくとも特異的なプライマーを用いた RT-PCR法等の精密

検定によって、リスクを十分に低減できると考える（選択肢③）。

（２）栽植用種子

ア．リスク管理措置

（ア）国際基準に従った病害虫無発生地域または無発生生産地の設定（選択肢①）。

（イ）輸出国による採種用親植物の栽培地検査及び精密検定（選択肢②及び③）。

（ウ）輸出国による RT-PCR法等による精密検定（選択肢③）。

イ．検討結果

「栽植用種子」を経路とするリスク評価の結論が「高い」であることから、措置は輸

出国へ求めることが妥当と考える。

国際基準に基づき、輸出国国家植物防疫機関が設定・管理・維持する病害虫無発生地

域または無発生生産地の設定（選択肢①）は、輸出国によって適切に管理されればリス

ク低減効果がある。

トマトは栽培期間中に通常病徴を現すが、栽培条件や品種等により病徴が現れない場

合もあることから、採種用親植物においては、栽培期間中の目視による病徴検査に加え

て精密検定を実施することで、リスクを効果的に低減できると考える（選択肢②及び

③）。

また、本ウイロイドを検出するための精度の高い精密検定法が報告されている。した

がって、病徴の確認を行わなくとも特異的なプライマーを用いた RT-PCR法等の精密

検定によって、リスクを十分に低減できると考える（選択肢③）。

なお、種子について検定する場合は、国際種子検査協会が定める国際種子検査規程に

準拠して抽出することが妥当である。

４．Tomato apical stunt viroidのリスク管理措置の結論
経路ごとにリスク管理措置の選択肢を検討した結果、本ウイロイドの入り込みのリスクを低減させ

る効果があり、かつ必要以上に貿易制限的でないと判断した各経路の管理措置を以下にとりまとめた。

用途・部位 対象植物 植物検疫措置

栽植用植物 トマト等 l 輸出国による精密検定。



栽植用種子 トマト l 輸出国による採種用親植物または種子の

精密検定。

種子について検定する場合、国際種子検査

協会が定める国際種子検査規程の抽出方法

に準拠した方法で同一の荷口単位から無作

為に抽出した 4,600 粒について、最大 400

粒ずつ検定を実施する。

（同一の荷口単位から無作為に抽出された、

信頼度 99%のサンプルサイズとすることが

適当であると考える。

検定用の主試料の抽出量の考え方

荷口全体より抽出された予備試料から、検定用の主試料を抽出する。検定用の主試料の量については、

以下のポアソン分布に基づく抽出量の計算式に基づき決定した。

なお、本式は、 ISPM31 「Methodologies for sampling of consignments 」及び我が国の輸入植物
検疫規程の別表第１で定める「検査すべき数量」の根拠となっている。

病害虫の付いた植物を不良植物とし、不良植物率が p以上の荷口が国内へ入ってくるリスクをｎ個検査す

ることにより、１－β以下に制御する。

検出確率(β) 限界不良植物率 抽出量(n)→検定用の主試料 採用している国

(p)
① ９９％ 0.001 約 4,600粒 NZ
② ９５％ 0.001 約 3,000粒 EU 、 ISF

なお、我が国は、栽培用種子類の輸入検査の際の検出確率(β)は 99%としているため、検定用の
主試料の抽出量は、ニュージーランドと同じ①の 4,600粒とする。

検定のための副試料数については、抽出された検定用の主試料を、遺伝子検定では 400粒の副
試料に分け 12回検定を、 ELISA検定では 250粒の副試料に分け 19回検定を実施する。



別紙１

生物学的情報（有害植物）

１ 学名及び分類（文献⑤）

（１）学名

Tomato apical stunt viroid
（２）英名、和名等

アクロニム：TASVd

（３）分類

種類：ウイロイド

科：Pospiviroidae
属：Pospiviroid

２ 宿主植物

ナス科：Solanaceae
Solanum jasminoides（=Solanum laxum）（ツルハナナス）（文献①②④⑤）、Lycopersicon

esculentum (=Solanum lycopersicum), S. arcanum, S. cheesmaniae, S. chilense, S. galapagense,

S. peruvianum, S. pimpinellifolium)（トマト）（文献②③④⑥）、Solanum pseudocapsicum
（タマサンゴ）（文献②③⑥）、Solanum rantonnetii（=Lycianthes rantonnetii）（ソラヌ
ム・ラントネッティー）（文献①②④）、Streptosolen jamesonii（ストレプトソレン・
ジェイムソニー）（文献①②）、Brugmansia（ブルグマンシア属の一種）（文献①②
④）、Cestrum（ケストルム属の一種）（文献①②④）

３ 地理的分布

（１）国又は地域

アジア：

インドネシア（文献①②③④）

中東：

イスラエル（文献①②④⑥）

欧州：

イタリア（文献①②④）、オーストリア（文献①②④）、オランダ（文献①②④）、

クロアチア（文献⑧）、スロベニア（文献⑤）、ドイツ（文献①②③④）、フィン

ランド（文献①②④）、フランス（文献②）、ベルギー（文献①②④）、ポーラン

ド（文献⑨）

アフリカ：

ガーナ（文献⑦）チュニジア（文献①②④）、セネガル（文献①②④）、コート

ジボワール（文献①②③④⑥）

（２）生物地理区

東洋区、エチオピア区、旧北区及びオセアニア区の４区に分布



４ 感染部位

全ての組織（文献②③④⑥）。果実への感染の有無に関する情報は得られなかった

が、ウイロイドの一般的特性から感染していると判断した。

５ 移動分散方法

（１）自然分散

接触（機械的）伝搬、接木伝搬、種子伝搬、花粉伝搬、ベクターによる伝搬が知ら

れている（文献②③④⑥）。なお、土壌伝搬はしない（文献⑥）。

（２）人為分散

作業者の手や器具を介して栽培作業により分散する（文献⑥）。

６ 生態

（１）中間宿主及びその必要性

情報なし

（２）伝染環数

汚染種子を一次伝染源とし、接触伝搬により二次感染を起こすことから複数回の伝

染環を持つと判断した。（文献⑥）

（３）植物残渣中での生存

情報なし

（４）耐久生存態

情報なし

７ 媒介性又は被媒介性に関する情報

マルハナバチ属（Bombus sp.）により伝搬される（文献②④⑥）。飛翔距離や伝搬様式
については具体的な種名が記載されていないため不明とした。

８ 被害の程度

トマトでは成長阻害や葉の変形、黄化等を引き起こし、商品部位である果実では小玉

化や着色不良となり、100%近い損失を引き起こした報告もある（文献②）。

９ 防除に関する情報

情報なし

１０ 現行の植物検疫措置

本種に対する植物検疫措置は、輸出国政府機関が発給する植物検疫証明書の添付要

求及び日本での輸入検査である。

１１ 諸外国での検疫措置状況

情報なし
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